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本日の内容
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1.基本的な考え方と共通事項

2.申請書作成の留意点

3.個別事業のご案内



3

1.基本的な考え方と共通事項

本日の内容
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助成金とは

返済不要の

事業用資金
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東京都中小企業振興公社では

中小企業の事業活動を
後押しする

33本の
助成金を実施
（令和２年度予定）

公社HP→「助成金・設備投資」→「助成金一覧」
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公社助成金体系図
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出典：令和２年度版 中小企業支援ガイド（詳細版）

製品開発
9本

創業
2本

知的財産
10本

サービス
2本

設備投資、生産性向上、
危機管理 計7本

商店街
2本

その他
事業承継

1本
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助成金の申請～交付までの流れ
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申請 審査
交付
決定

報告 検査
助成金
交付

事業
遂行

検査完了後に額が確定し、
交付される
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目的・期間・経費

助成金ごとに

①目的

②対象期間

③対象経費 を設定
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後払い

・助成金は採択された対象事

業完了後の交付（振込み）

・資金調達とともに、

遂行中の資金繰りにも注意
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公社指定の事務処理

・報告書作成

・帳票類提出

・完了後も一定期間保管
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フォローアップ

活用状況報告：

３ないし5回（３ないし5年間）

※各助成金によって異なります

＜目的＞成果の把握等

11令和2年度 知的財産関連助成事業説明会



フォローアップ
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終了年度 翌年度 翌々年度から3ないし5年間

活用状況報告（3ないし5回）交付完了検査

※活用状況報告を未提出の場合は、以後公社の助成金に申請できなくなります。ご注意ください。

成果の活用 2年目 3年目1年目 4年目 5年目

対象事業

活用状況報告

○公社から通知を送付

○活用状況の報告（報告内容：前年度の成果の活用状況）

・出願後、登録されたか

・譲渡・実施権の設定や他社への供与があったか

・売上が発生したか 等
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助成金活用のメリット

①資金負担の軽減

対象経費の1/2を助成
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助成金活用のメリット

②事業計画見直しの機会

申請書作成を通じた

事業計画の練り直し

→ブラッシュアップ
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助成対象経費①
助成対象事業の取引が区分経理されており、第三者が見て容

易に確認可能な経費

※通常業務とは異なる経理処理が必要となる場合あり

※原則、契約相手方の金融機関口座へ振込みで支払った経費

※帳票類に不備がある経費は、助成対象から除外
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発注(契約)、支払

見積、完了報告、請求

採択企業

国内
代理人等

公社
報告

検査

帳票類

取引に係る帳票類

出願した際の
受理証等

実施、成果を確認できるもの

報告書

出願
受理証
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助成対象経費②

1. 助成対象事業の遂行に必要最小限と認められる経費

2. 助成金申請企業が助成対象期間内に発注もしくは契約し、
支払った経費（※書類の名義が一貫していること）

※ 他にも条件がありますので、募集要項をご確認ください。
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助成対象期間

発注日（契約日） 支払日

支払日

発注日（契約日） 支払日

発注日（契約日）
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主な対象経費（出願系）
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経費区分 説明

外国出願手数料
・直接出願した当該外国の出願手数料
・国際出願（特許：PCT条約、意匠：ハーグ協定、商標：マドプロ）に

係る手数料 等

【特許出願助成のみ】
審査請求料・
中間手続費用

・外国特許庁に支払う審査請求料や中間手続費用
（審査の早期化に関する制度利用に係る請求費用を含む。）

代理人費用
・外国出願に係る国内弁理士費用及び現地代理人費用
（【特許出願助成のみ】審査請求、中間手続に係る費用を含む。）

翻訳料 ・翻訳に要する経費

その他の経費
・先行調査費用
・通信料、運送料 等
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助成対象とならない経費

1. 助成金の対象経費として規定されていない経費

例：間接経費（交通費、光熱費、国内消費税等）

２. 関連会社との取引により発生した経費

３. 帳票類に不備・不足がある経費

４. 一般的な市場価格もしくは発注又は契約の内容に

対して著しく高額な経費
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取引

資本関係、役員兼務等

採択企業 委託先
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経費に関する三つの呼称
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※検査により減額になる場合あり

総事業費
（助成事業に要する経費）

税含む

助成対象経費

税除く

助成金交付申請額

助成率を乗じた額

税を除外

¥50

¥100

¥200

¥100

¥220

¥440

¥100

¥200

¥400

外国出願
手数料

代理人費用

翻訳料

¥770

¥700

¥350
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助成対象事業の主な終了要件

事業計画を遂行したことを公社が確認し、事業終了

1. 出願系

 外国への出願が完了したか

 出願の内容が適切か

 出願に係る支払や納税が完了したか

2. 調査系

 目的の調査が完了したか

 実施した調査の内容等が適切か

 調査に係る支払や納税が完了したか
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2.申請書作成の留意点

本日の内容

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会
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交付申請書全体

・大事なポイントは募集要項や申請書記入上の注意

に記載

・募集要項、申請書等は知財センターHPからダウン

ロード

・提出前のチェック項目

記入漏れ、不明確な記載の有無、文字化け、

画像の表示不具合、印刷範囲など

（※）印刷出力して確認を
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・客観性・具体性は十分か

 根拠が明確か、主観的な表現は極力避ける

・フロー・スケジュール

 助成対象期間内に支払まで完了する計画であるか

記載内容

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会
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1. 資金計画

・総事業費と資金調達額合計とはバランスが取れているか

・事業目的を達成するために必要最小限の経費であるか

・契約期間は助成対象期間内に収まっているか

・税込、税抜表示は正しいか

・計算誤りがないか

2. 添付書類は揃っているか

・納税証明書（都税）、登記簿謄本（履歴事項全部証明書）、

確定申告書等

※申請書及び添付書類の提出後の追加・変更はできません。

その他

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会
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3.個別事業のご案内

本日の内容

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会



外国特許出願費用助成金
【令和２年度より拡充】
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項目 内容

助成対象事業 外国への特許出願から中間手続

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和４年１１月３０日（２年８か月）

助成限度額
４００万円【令和２年度から増額】※審査の早期化に関する制度利用の記載が必要

（出願経費のみの場合は３００万円）

助成率 １／２

助成対象経費

外国出願手数料 / 審査請求料・中間手続費用 【令和２年度から拡大】/

代理人費用 / 翻訳料 / その他の経費（先行技術調査費用、国際調査手数料、国際

予備審査手数料、通信費、運送料、振込手数料等）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会



外国実用新案出願費用助成金
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項目 内容

助成対象事業 外国への実用新案出願

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和４年１１月３０日（２年８か月）

助成限度額 ６０万円

助成率 １／２

助成対象経費
外国出願手数料 / 代理人費用 / 翻訳料 / その他の経費（先行技術調査費用、国際

調査手数料、国際予備審査手数料、通信費、運送料、振込手数料等）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。
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外国意匠出願費用助成金
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項目 内容

助成対象事業 外国への意匠出願

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和３年９月３０日（１年６か月）

助成限度額 ６０万円

助成率 １／２

助成対象経費
外国出願手数料 / 代理人費用 / 翻訳料 / その他の経費（先行意匠調査費用、通信

費、運送料、振込手数料等）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。
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外国商標出願費用助成金
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項目 内容

助成対象事業 外国への商標出願

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和３年９月３０日（１年６か月）

助成限度額 ６０万円

助成率 １／２

助成対象経費
外国出願手数料 / 代理人費用 / 翻訳料 / その他の経費（先行商標調査費用、通信

費、運送料、振込手数料等）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。
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外国著作権登録費用助成金
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項目 内容

助成対象事業 外国への著作権登録

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和４年３月３１日（２年）

助成限度額 １０万円

助成率 １／２

助成対象経費
外国著作権登録に係る手数料（申請手数料、登録手数料等） / 代理人費用 / 翻訳料

/ その他の経費（通信費、運送料、振込手数料等）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。
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外国侵害調査費用助成金
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項目 内容

助成対象事業 外国における自社製品・技術の模倣又は権利侵害等への対策

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和３年１１月３０日（１年８か月）

助成限度額 ２００万円

助成率 １／２

助成対象経費
権利侵害等の事実確認を行うための調査費用 / 侵害品の鑑定費用 / 侵害先への警

告費用 / 税関での輸入差止対策に係る費用

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。
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特許調査費用助成金
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項目 内容

助成対象事業 民間調査会社当に依頼した他社特許調査等

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和３年９月３０日（１年６か月）

助成限度額 １００万円

助成率 １／２

助成対象経費
開発戦略策定費用 / 特許出願戦略策定費用 / 継続的なウォッチングに要する費用 / 

侵害予防に要する調査費用

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。
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海外商標対策支援助成金
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項目 内容

助成対象事業
進出予定国において障害となっている第三者の有する商標の取消や無効化に要す

る行政手続き及びそれに関する行政訴訟

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和４年１２月３１日（２年９か月）

助成限度額 ５００万円

助成率 １／２

助成対象経費

情報収集関連費用（証拠収集費用・調査費用） / 異議申立・不使用取消審判・無効

審判・情報提供（行政手続費用・証拠収集費用・示談、和解、損害賠償） / 

行政訴訟（行政訴訟費用・証拠収集費用・示談、和解、損害賠償）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人及び一般財団法人

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会



グローバルニッチトップ助成金
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項目 内容

助成対象事業 知的財産権の取得等

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和４年１２月３１日（２年９か月）

助成限度額 １，０００万円

助成率 １／２

助成対象経費

権利取得等費用（特許・意匠・商標・実用新案・著作権） / 知財トラブル対策費用（紛

争に備える費用・侵害調査費用・現地展示会での模倣対策費用・税関での模倣品・

海賊版差止費用） / 先行調査費用（他社知財調査費用）

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

平成27年４月1日～令和２年３月31日までに、次ページに掲げる事業において表彰・

助成・支援を受けており、必要な要件を満たしていること

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会



グローバルニッチトップ助成金の対象事業

承 認・認 定・支 援 な ど

経営革新計画

東京都トライアル発注認定制度
（新事業分野開拓者認定・支援事業）

事業可能性評価事業

事業化チャレンジ道場
（ものづくりイノベーション企業創出道場）
（製販一体型新製品開発支援事業）

「東京手仕事」プロジェクト
（伝統工芸品の商品開発・普及促進支援事業）

※商品開発プロジェクトは除く

知財戦略導入支援事業
（ニッチトップ育成支援事業）

女性ベンチャー成長促進事業（APT Women）

助 成 事 業

新製品・新技術開発助成事業

TOKYOイチオシ応援事業

（地域の魅力を活かした新ビジネス創出事業）

次世代イノベーション創出プロジェクト2020助成事業

製品改良・規格等適合化支援事業

※規格適合・認証取得のみを除く

先進的防災技術実用化支援事業

外国特許出願費用助成事業

外国実用新案出願費用助成事業

外国意匠出願費用助成事業

知的財産活用製品化支援助成事業

受注型中小企業競争力強化支援事業

受注型中小製造業競争力支援事業

連携イノベーション促進プログラム助成事業

地域中小企業応援ファンド

（地域資源活用イノベーション創出助成事業）

ものづくり企業グループ高度化支援事業

海外展開技術支援助成事業

試作品等顧客ニーズ評価・改良支援助成事業

※顧客ニーズ評価は除く

受 賞 な ど

世界発信コンペティション

東京ビジネスデザインアワード
（東京デザインコンペティション事業）

東京都ベンチャー技術大賞

販 路 開 拓 支 援

ニューマーケット開拓支援事業

海外販路ナビゲータによるハンズオン支援
（海外展開総合支援事業）（海外販路開拓支援事業）

中小企業世界発信プロジェクト2020マーケットサポート事業
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※表彰・助成・支援を受けたことを証する書面が必要です。

詳細は募集要項をご参照ください。



知的財産活用製品化支援助成金
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項目 内容

助成対象事業 製品化に向けた開発段階

助成対象期間 令和２年４月１日～最長令和３年１２月３１日（１年９か月）

助成限度額 ５００万円

助成率 １／２

助成対象経費
原材料・副資材費 / 機械装置・工具器具費 / 委託・外注費 / 産業財産権出願・導入

費

対象者

中小企業者（法人及び個人事業者）

中小企業団体

知財センターの知的財産活用製品化支援事業の支援対象として支援を受けている

こと

※詳しい内容は募集要項でご確認ください。

令和2年度 知的財産関連助成事業説明会



申請にあたっては、知財センターHPの
募集要項をご覧ください。

https://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/josei/index.html
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問い合わせ先

（公財）東京都中小企業振興公社 知的財産総合センター

〒101-0022 東京都台東区台東１－３－５反町商事ビル１F

TEL: 03-3832-3656

e-mail: chizai@tokyo-kosha.or.jp
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